
上記の現状認識を前提にしつつ、今後５年程度の間に重点的に実施すべき
雇用政策の方向性について検討。検討事項としては以下のとおり。

雇用政策研究会で議論して頂く論点（案）

１. 現状の認識

市場経済の深化・グローバル化

→雇用の調整弁としての非正規労働者の増大、
賃金格差拡大等

企業経営の変化

雇用システムの変化

経済危機で
問題が顕在化

雇用の安定・
公正さ・多様性

経済的効率性

人口減少社会への対応等
社会の持続可能性の観点から、
雇用システムはどうあるべきか？

現状把握と考え方の整理

２. 今後の方向性

① あるべき雇用システムに向けての環境整備について

② 積極的な雇用政策の活用による就労促進と、セーフティネットの整備について

※ この他、「社会の再生産」を可能とする「持続可能な雇用」を生み出せる産業構造、経済システム

のあり方についても議論を深めるべきではないか。
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